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日本人成人の肥満者割合および脂肪エネルギー比率の年次推移に対する

年齢時代コホートの影響
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目的 日本人成人における肥満者割合および脂肪エネルギー比率の年次推移に対する年齢，時代お

よびコホートの効果をベイズ型 APC (age-period-cohort）分析によって明らかにし，肥満者割

合と脂肪エネルギー比率の関連性を検討する。

方法 1995年～2011年の国民栄養調査および国民健康・栄養調査における肥満者割合の年次推移と

1 人 1 日当たりの脂質，動物性脂質，炭水化物，たんぱく質および動物性たんぱく質の摂取

量，そしてエネルギー摂取量から算出した各エネルギー比率を用いて，2029歳から6069歳ま

での年齢階級別，男女別に一般コホート表を作成した。各コホート表について，ベイズ型

APC 分析を適用して 3 効果を分離し，3 効果が肥満者割合や各エネルギー比率の変化に与え

た影響を効果曲線として表した。

結果 肥満者割合の年次推移に対する APC 分析の結果，3 効果の中で年齢効果が最も大きく，男

女ともに3039歳で急激な増加を示した。時代効果は，男性では一貫した増大トレンドを示

し，女性ではほとんど変動はみられなかった。コホート効果は，男性では19621971年生まれ

以降低減トレンドに，女性では19651974年生まれを変曲点として増大トレンドに転じた。

肥満者割合に対する各効果曲線とは異なり，脂肪エネルギー比率の年次推移に対する年齢効

果は男女ともに一貫した低減トレンドを示した。時代効果は男女ともに，1998年以降の緩やか

な低減トレンドから2001年に著減後，2008年まで横ばいから僅かな増大トレンドで推移し，以

降は増大トレンドに転じた。3 効果の中でコホート効果が最も大きく，女性では19761985年
生まれ以降低減トレンドに転じたものの，男女ともに若年世代で増大するトレンドを示した。

これらの効果曲線は動物性脂肪エネルギー比率の年次推移に対する各効果曲線と類似していた。

結論 肥満者割合と脂肪エネルギー比率の効果曲線のトレンドと変曲点には一致を認めず，肥満者

割合の変化にはエネルギー消費量等，他の要因が寄与している可能性が示唆された。一方で，

肥満者割合は3039歳で著増し，脂肪エネルギー比率は2029歳で最大，かつ若年コホートほど

増大傾向にあることから，日本人成人の肥満対策として，若年期からの食生活指導，とくに動

物性食品の適切な摂取に対する指導が必要である可能性が示唆された。
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 緒 言

肥満は，糖尿病，高血圧，脂質異常症などの生活

習慣病の共通の危険因子として着目され1)，メタボ

リックシンドローム2)や脳卒中3)，心疾患4)，大腸が

ん5)などの発症リスクを増大させる因子として報告

されている。我が国における肥満の状況は，1980年
以降，中年期の女性においては減少傾向にあるもの

の，男性においてはすべての年代で増加傾向を示し，

2010年には40歳代と50歳代で35を上回った6)。健
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康日本21では，20歳から60歳の男性における肥満者

の割合を24.3から15以下に減少することを目標

としていたが7)，2011年の最終評価では，むしろ

31.7まで増加しており8)，中高年男性を中心に実

施されている肥満予防対策は，現在のところ十分な

効果が得られているとはいえない。

肥満の原因としてエネルギーの過剰摂取が挙げら

れるが，日本人のエネルギー摂取量は1975年以降減

少傾向を示している9)。一方で，国民の脂肪摂取量

は1960年以降著増し，1960年に10.6であった脂肪

エネルギー比率は2000年には26.5にまで達し

た9)。脂肪摂取量の増加は日本における肥満者増加

の一因と考えられており10,11)，とくに動物性脂肪の

摂取増加が危惧されている。これまでに，沖縄県民

やハワイ，ブラジル在住の日系人において，脂肪摂

取量の高い欧米型の食習慣が，血清コレステロール

を上昇させ12,13)，メタボリックシンドローム14)や糖

尿病15,16)，虚血性心疾患14,17～19)，さらには大腸が

ん20)の罹患リスクを増加させることが報告されてい

る。しかしながら，エネルギー摂取量が減少傾向に

ある中，相対的な脂肪摂取の増加を表す脂肪エネル

ギー比率の増加がどの程度肥満の増加に寄与してい

るかについては限られた報告しかなく21)，肥満と脂

肪エネルギー比率の関連は明らかになっていない。

脂肪をはじめとする日本人の栄養摂取状況は，年

齢の違いによる食嗜好の変化（年齢の影響）や食生

活の欧米化や外食の普及，食品の保存，流通の変化

など，時代の違いによる社会変化（時代の影響）に

加えて，生まれ世代（出生コホート）に共通した固

有の食文化の形成など（コホートの影響）を受けて

変化していることが考えられる。そのため，肥満に

対する効果的な予防策を講ずるためには，種々の栄

養素のエネルギー比率に対する年齢，時代およびコ

ホート，それぞれ固有の影響に分離して検討を行う

必要がある。とくに，肥満助長の一因である可能性

が示唆される脂肪エネルギー比率の上昇に対して，

リスクの高い年齢だけでなく，出生コホート別のリ

スクを明らかにし，ハイリスク集団を特定すること

は予防医学上重要であると考えられる。これまで出

生コホート別に日本人成人の肥満者割合の変化を検

討した報告は存在するものの22)，年齢，時代および

コホートの 3 要因それぞれ固有の影響を明らかに

し，脂肪エネルギー比率の変化との関連を検討した

報告はみあたらない。

ベイズ型 APC (age-period-cohort）分析は，観察

対象となる事象の変動に対して，年齢，時代および

コホートの各要因の影響を数学的に分離して評価で

きる分析方法であり23)，1990年代半ばより，欧米を

中心に時系列データにおける世代影響の評価に活用

されてきた24)。従来の APC 分析には，3 要因が相

互に従属関係にあることから，原理的にそれらの影

響を分離できないとする「識別問題」が存在した

が25,26)，ベイズ型 APC 分析は，各パラメータの漸

近的変化を負荷条件として，識別問題を回避するこ

とで，各効果を分離して推定することを可能とし

た27,28)。我々の研究グループでもこれまでにこの方

法を用いた分析により，損失寿命や自殺，出生およ

び婚姻の動向，肥満傾向児や痩身傾向児の出現率等

について，世代によってこれらの事象のリスクが異

なることを明らかにしており，社会医学的な観点か

ら対策を講ずる上での有用な知見が得られてい

る29～34)。

本研究では，ベイズ型 APC 分析を用いて，日本

人成人における肥満者割合の年次推移および脂肪エ

ネルギー比率の年次推移に対する年齢，時代および

コホートの影響を明らかにし，肥満者割合と脂肪エ

ネルギー比率の関連性を検討することを目的とす

る。また，脂肪エネルギー比率の他に，動物性脂

肪，炭水化物，たんぱく質および動物性たんぱく質

エネルギー比率に対する関連性についても検討する。

 研 究 方 法

. 日本人成人の肥満者割合，栄養素摂取量の資

料

男女別の肥満者割合と栄養素摂取量（脂質，動物

性脂質，炭水化物，たんぱく質，動物性たんぱく

質）のデータは，1995年～2002年の国民栄養調

査35)，および2003年～2011年の国民健康・栄養調査

を使用した36)。肥満者割合は「肥満者（BMI≧25）
の割合の年次推移（性・年齢階級別）」を用いた。

栄養素摂取量は各年の「栄養素等摂取量（性・年齢

階級別）1 人 1 日当たり」のエネルギー摂取量，脂

質摂取量，動物性脂質摂取量，炭水化物摂取量，た

んぱく質摂取量および動物性たんぱく質摂取量を使

用した。なお，性・年齢階級別のデータは1989年か

ら利用可能であるが，1995年にそれまでの世帯を対

象とした 3 日間の秤量記録法から世帯の構成員の個

々人を対象とした 1 日間の比例案分法に変更された

ことを考慮し，1995年以降のデータを分析に用い

た。また，2000年11月の四訂から五訂への日本食品

標準成分表の切替えの影響を勘案し，1995年～2000
年のエネルギー摂取量，および脂質摂取量，炭水化

物摂取量，たんぱく質摂取量のデータについては，

四訂成分表と五訂成分表による摂取量の差異を比較

した報告37)を基に五訂成分表に補正した値を使用し

た。動物性脂質摂取量と動物性たんぱく質摂取量に
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表 コホート表（年齢階層×時代表)

年齢
（歳)

西 暦 (年)

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

2029 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57

3039 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47

4049 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37

5059 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

6069 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

※表中の数字（1～57）はコホート番号を表し，コホート番号 1 は最も高齢の192635年生まれ世代，コホート番号57
は最も若齢の19821991年生まれ世代を表す。
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ついては，四訂成分表と五訂成分表に基づく摂取量

を比較した報告が存在しないこと，かつ四訂と五訂

の脂質摂取量とたんぱく質摂取量の変化率の差が±

2以内であったことから，公表値を分析に用いた。

縦に年齢階級区分（2029歳，3039歳，4049歳，

5059歳，6069歳の 5 階層），横に時代区分（1995
年～2011年の17年間）を置いた一般コホート表を作

成した（表 1）。このコホート表は，最も高齢の

192635年生まれから最も若齢の19821991年生まれ

の57コホートを観察対象としている。

. 各栄養素のエネルギー比率の算出

脂肪エネルギー比率とたんぱく質エネルギー比率

の計算には Atwater のエネルギー係数（脂質9
kcal，たんぱく質4 kcal）を用いた38)。炭水化物

エネルギー比率については，脂質とたんぱく質を優

先し，その残りを炭水化物とする39)という考えに従

い，以下の式により算出した。また，動物性脂肪エ

ネルギー比率および動物性たんぱく質エネルギー比

率についても以下に示した式で求めた。

脂肪エネルギー比率()

＝脂質摂取量(g)×9÷エネルギー摂取量(kcal)
×100

たんぱく質エネルギー比率()

＝たんぱく質摂取量(g)
×4÷エネルギー摂取量(kcal)×100

炭水化物エネルギー率()

＝100－(脂肪エネルギー比率()

＋炭水化物エネルギー比率())

動物性脂肪エネルギー比率()

＝動物性脂質摂取量(g)
×9÷エネルギー摂取量(kcal)×100

動物性たんぱく質エネルギー比率()

＝動物性たんぱく質摂取量(g)
×4÷エネルギー摂取量(kcal)×100

. ベイズ型 APC 分析

表 1 に示した一般コホート表に配列された肥満者

割合および各エネルギー比率の値に対して，Knorr-
Held と Rainer24)の階層ベイズ型コホートモデルに

よるベイズ型 APC 分析を用いた。本モデルは，次

式に示すように年齢，時代およびコホートの各効果

および総平均効果の各パラメータの和として表され

る。このモデルにゼロ和制約および各パラメータの

変化を最小とする漸進的変化を付加条件として各パ

ラメータを推定し，さらに事後推定値の線形部分を

解釈の対象から除外することにより，パラメータの

識別性に妥当性をもたせている。

hij＝m＋Ai＋Pj＋Ck,
i＝1, …, I;
j＝1, …, J;
k＝10･(I－i)＋j (式)

ここで，m は総平均効果，Ai は第 i 年齢の年齢効

果，Pj は第 j 時点の時代効果，Ck は第 k コホートの

コホート効果のパラメータをさす。

分析には Schmid と Held23)により作製されたマル

コフ連鎖モンテカルロ法に基づいた解析ソフトウェ

アである BAMP (Bayesian Age-period-cohort Model-
ing and Prediction）を使用した。モデルの適合性に

ついては，あらかじめ適合度の評価指標となる

DIC 値（deviance information criterion偏差情報

量基準）を算出し，単要因モデル（A, P, C）ある

いは 2 要因モデル（AP, AC, PC）の DIC 値と比較

し，3 要因（APC）モデルの適合度が高いことを確

認した上で 3 要因モデルを採択した。3 要因モデル

における DIC 値は，各 APC 分析結果のグラフの脚

注に記載した。

ベイズ型 APC 分析の結果は，年齢効果，時代効

果およびコホート効果の各時間断面における事後推

定値として，その中央値とベイズ95信用区間を図

に表した。これらの図において「＋」方向へ変化し



374374 第61巻 日本公衛誌 第 8 号 2014年 8 月15日

ている場合（右上がりの変化）は効果が増大するト

レンドにあり，肥満者割合や脂肪エネルギー比率を

増加させる方向に影響していることを示す。逆に

「－」方向へ変化している場合（右下がりの変化）

は効果が低減するトレンドにあり，肥満者割合や脂

肪エネルギー比率を低下させる方向に影響している

ことを示している。また，各効果のレンジ（最大値

と最小値の差）は，3 効果の相対的な影響の大きさ

を表している。

 研 究 結 果

. 肥満者割合の年次推移

肥満者割合の年次推移を図 1 に示した。総数の年

次推移について，男性では，1995年に23.9であっ

たが，2007年には30を上回り，増加傾向が観察さ

れた。女性では大きな変動はみられず，20.2～

23.1の範囲で推移していた。年齢階級別に観察す

ると，男女ともに2029歳で最も低く，男性では50

59歳以降に減少傾向がみられたが，女性では年齢階

級の上昇とともに増加傾向を示した。年次推移で観

察すると，男性はすべての年齢階級で時代とともに

増加傾向を示したが，女性では年齢階級によって時

代変化が異なり，2029歳，3039歳，4049歳では

大きな変動はみられないが，5059歳，6069歳では

2007年以降に減少傾向を示した。

. 脂肪エネルギー比率と動物性脂肪エネルギー

比率の年次推移

脂肪エネルギー比率の年次推移を図 2A に示し

た。総数の年次推移は1995年～2000年は男性で25.7
～25.9，女性で27.0～27.3の範囲で推移してい

たが，2001年では男性が24.8，女性が26.3に急

減し，以降は2008年に減少が観察されるものの全体

として緩やかな増大を示した。年齢階級別に観察す

ると，男女ともに年齢階級の上昇に伴い減少傾向が

観察された。一方，年次推移では，男女ともに，

4049歳，5059歳で2001年以降の増大傾向が顕著で

あった。

動物性脂肪エネルギー比率の年次推移を図 2B
に示した。総数の年次推移は，男女ともに2001年と

2008年で減少を示すが，大きな変動は観察されなか

った。年齢階級別に観察すると，男女ともに年齢階

級の上昇に伴い減少傾向が観察された。一方，年次

推移では，脂肪エネルギー比率と同様に，男女とも

に2001年と2008年に減少を示すが，全体の変動は小

さかった。

. 炭水化物エネルギー比率の年次推移

炭水化物エネルギー比率の年次推移を図 2C に

示した。総数で観察すると，男性では1995年から

2000年の間58.6～58.8で推移していたものが2001
年では60.5に増大し，2007年まで横ばい，2008年
に増大，2009年以降は減少傾向を示した。女性では

1995年から2000年の間は56.7～57.0の変動であっ

たが，2001年では58.4に増大し，2007年まで横ば

い，2008年に増大，2009年以降は減少傾向を示し

た。どの年齢階級においても同様の特徴がみられ

た。年齢階級別に観察すると，男女ともに年齢階級

の上昇に伴って炭水化物エネルギー比率は増加傾向

を示した。

. たんぱく質エネルギー比率と動物性たんぱく

質エネルギー比率の年次推移

たんぱく質エネルギー比率の年次推移を図 2D
に示した。総数の年次推移は，男女ともに，2001年
に減少した後，以降は僅かな減少傾向を示した。同

様の特徴は，年齢階級別の観察においてもみられ

た。男女ともに年齢階級による比率の違いはほとん

ど観察されなかった。

動物性たんぱく質エネルギー比率の年次推移を図

2E に示した。総数の年次推移は，男女ともに2001
年に減少した後，以降は横ばい傾向を示した。年齢

階級別の観察においても，男女ともに同様の傾向が

共通して認められた。男女ともに2029歳で僅かに

高い比率を示すが，以降の年齢階級による比率の違

いはほとんど観察されなかった。

. 肥満者割合の年次推移に対する年齢，時代お

よびコホート効果

肥満者割合の年次推移に対するベイズ型 APC 分

析の結果を図 3 に示す。年齢効果は，3 効果のうち

で最もレンジの値が大きく，強く影響していた。男

女ともに2029歳から3039歳の急激な増大トレンド

が示された。男性では4049歳をピークに低減トレ

ンドを示すものの，女性では一貫して増大トレンド

を示した。時代効果は，男性では一貫した増大トレ

ンドを示した。女性では，一貫して横ばいトレンド

を示した。コホート効果は，男性では19621971年
生まれ（図中コホート番号37）までは僅かな増大ト

レンドを呈し，以降は緩やかな低減トレンドを示し

た。女性では19341943年生まれ（図中コホート番

号 9）以降の低減トレンドから19651974年生まれ

（図中コホート番号40）を変曲点として増大トレン

ドに転じた。

. 脂肪エネルギー比率と動物性脂肪エネルギー

比率の年次推移に対する年齢，時代およびコ

ホート効果

脂肪エネルギー比率の年次推移に対するベイズ型

APC 分析の結果を図 4A に示す。年齢効果は，男

女ともに2029歳で最も大きく，一貫して低減トレ
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図 年齢階級別の肥満者割合の年次推移

図 年齢階級別の脂肪(A)，動物性脂肪(B)，炭水化物(C)，たんぱく質(D)および動物性たんぱく質エネル
ギー比率(E)の年次推移
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図 肥満者割合の年次推移に対する年齢，時代およびコホート効果

注 1 図中の●線は中央値，上下の点線は，95信用区間の上下限を示す。「＋」方向へ変化している場合は効果が増大
するトレンドにあり，肥満者割合を増加させる方向に影響していることを示す。「－」方向へ変化している場合は
その逆を示す。各効果のレンジは，3 効果の相対的な影響の大きさを表す。

注 2 コホート効果の図中の番号は表 1 に示したコホート番号を示す。
DIC 値男性168.0，女性167.5
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ンドを示した。時代効果は，男女ともに同様のトレ

ンドを示し，1998年以降の緩やかな低減トレンドか

ら2001年に著減後，2008年まで僅かな増大トレンド

で推移し，以降は増大トレンドに転じた。コホート

効果は 3 効果のうちで最もレンジの値が大きく，男

性ではほぼ一貫して増大トレンドを示した。女性で

は，19761985年生まれ（図中コホート番号51）ま

でほぼ一貫して増大トレンドを示し，以降は低減ト

レンドに転じた。

動物性脂肪エネルギー比率の年次推移に対するベ

イズ型 APC 分析の結果を図 4B に示す。動物性脂

肪エネルギー比率の年次推移に対する年齢，時代お

よびコホート効果は，男女ともに脂肪エネルギー比

率の年次推移に対する年齢，時代およびコホート効

果とそれぞれ比較したところ類似したトレンドを示

した。

. 炭水化物エネルギー比率の年次推移に対する

年齢，時代およびコホート効果

炭水化物エネルギー比率に対するベイズ型 APC
分析の結果を図 5 に示す。炭水化物エネルギー比率

の年次推移に対する年齢，時代およびコホート効果

は，脂肪エネルギー比率の年次推移に対する年齢，

時代およびコホート効果とそれぞれ比較したとこ

ろ，ほぼ相反した形のトレンドを示した。すなわ

ち，年齢効果は年齢階級の上昇に伴って増大トレン

ドを示し，時代効果は，男女ともに，1998年以降緩

やかな増大トレンドを示し，2001年に著増後，2008
年まで横ばいトレンドで推移し，以降は低減トレン

ドに転じた。コホート効果は 3 効果のうちで最もレ

ンジの値が大きく，男性ではほぼ一貫して低減トレ

ンドを示した。女性では，19761985年生まれ（図

中コホート番号51）までほぼ一貫して低減トレンド

を示し，以降は増大トレンドに転じた。

. たんぱく質エネルギー比率と動物性たんぱく

質エネルギー比率の年次推移に対する年齢，時

代およびコホート効果

たんぱく質エネルギー比率の年次推移に対するベ

イズ型 APC 分析の結果を図 6A に示す。年齢効果

は，一貫して横ばいトレンドを示した。時代効果

は，男女ともに1998年以降，低減トレンドを示し

た。コホート効果は，男女ともに19411950年生ま

れ（図中コホート番号16）まで横ばい，以降1963



377

図 脂肪エネルギー比率(A)，および動物性脂肪エネルギー比率(B)の年次推移に対する年齢，時代および
コホート効果

注 1 図中の●線は中央値，上下の点線は，95信用区間の上下限を示す。「＋」方向へ変化している場合は効果が増大するトレンド
にあり，エネルギー比率を増加させる方向に影響していることを示す。「－」方向へ変化している場合はその逆を示す。各効果
のレンジは，3 効果の相対的な影響の大きさを表す。

注 2 コホート効果の図中の番号は表 1 に示したコホート番号を示す。
DIC 値脂肪エネルギー比率男性163.3，女性164.9
動物性脂肪エネルギー比率男性161.4，女性165.9
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図 炭水化物エネルギー比率の年次推移に対する年齢，時代およびコホート効果

注 1 図中の●線は中央値，上下の点線は，95信用区間の上下限を示す。「＋」方向へ変化している場合は効果が増大
するトレンドにあり，エネルギー比率を増加させる方向に影響していることを示す。「－」方向へ変化している場
合はその逆を示す。各効果のレンジは，3 効果の相対的な影響の大きさを表す。

注 2 コホート効果の図中の番号は表 1 に示したコホート番号を示す。
DIC 値男性166.2，女性163.8
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1972年生まれ（図中コホート番号38）まで低減トレ

ンドを示し，その後は横ばいトレンドで推移した。

動物性たんぱく質エネルギー比率の年次推移に対

するベイズ型 APC 分析の結果を図 6B に示す。動

物性たんぱく質エネルギー比率の年次推移に対する

年齢，時代およびコホート効果は，男女ともに，コ

ホート効果で19411950年生まれ（図中コホート番

号16）までの増大傾向がみられるものの，たんぱく

質エネルギー比率に対する年齢，時代およびコホー

ト効果と類似したトレンドを示した。

 考 察

本研究は，肥満者割合および脂肪エネルギー比率

の年次推移に対する年齢，時代およびコホートの影

響を明らかにし，肥満者割合と脂肪エネルギー比率

の関連性を検討することを目的とした。また，脂肪

エネルギー比率の他に，動物性脂肪，炭水化物，た

んぱく質および動物性たんぱく質エネルギー比率に

対する関連性についても検討した。本研究の結果，

肥満者割合および脂肪エネルギー比率は年齢や時代

の影響だけではなく，コホートの影響も受けて変化

していることが明らかとなった。また，動物性脂

肪，炭水化物，たんぱく質および動物性たんぱく質

エネルギー比率についても同様に年齢，時代，コ

ホートの 3 つの影響を受けていた。しかしながら，

肥満者割合の年次推移に対する年齢，時代およびコ

ホート効果は，脂肪エネルギー比率の年次推移に対

する年齢，時代およびコホート効果とそれぞれ異な

るトレンドを示し，脂肪エネルギー比率の増加と肥

満者割合の増加に関連はみられなかった。同様に，

動物性脂肪，炭水化物，たんぱく質および動物性た

んぱく質エネルギー比率と肥満者割合にも関連はみ

られなかった。

肥満者割合の年次推移に対する APC 分析の結

果，年齢効果が 3 効果の中で最も大きく，肥満者割

合の推移は年齢の影響を強く受けることが示され

た。男女ともに3039歳で著しく肥満リスクが増大

し，女性では以降の年齢階級でも一貫してリスクが

増大する傾向を示した。この結果は，肥満者割合の

変化に対して出生コホート別に年齢の影響を検討し

た報告22)と同様の傾向であった。肥満の原因は，エ

ネルギーの摂取量の増加，エネルギー消費量の低下
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図 たんぱく質エネルギー比率(A)，および動物性たんぱく質エネルギー比率(B)の年次推移に対する年
齢，時代およびコホート効果

注 1 図中の●線は中央値，上下の点線は，95信用区間の上下限を示す。「＋」方向へ変化している場合は効果が増大するトレンド
にあり，エネルギー比率を増加させる方向に影響していることを示す。「－」方向へ変化している場合はその逆を示す。各効果
のレンジは，3 効果の相対的な影響の大きさを表す。

注 2 コホート効果の図中の番号は表 1 に示したコホート番号を示す。
DIC 値たんぱく質エネルギー比率男性163.4，女性165.1
動物性たんぱく質エネルギー比率男性157.6，女性159.3
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および脂肪摂取量の増加が挙げられている

が1,9～11)，エネルギー摂取量は男女ともに1975年以

降から減少傾向であるため，肥満者割合の増加傾向

は，脂肪エネルギー比率の増加あるいはエネルギー

消費量の低下（運動不足）が寄与している可能性が

考えられている10,40)。本研究の手法を用いてそれら

の関連性を検討するには，日本人を代表するエネル

ギー消費量に関する性・年齢階級別のデータが必要

となるが，そのデータは存在しない。そのため，エ

ネルギー消費量のデータではないが，その一部を包

含する国民健康栄養調査における運動習慣者の割合

を指標として，肥満者割合の APC 分析より得られ

た年齢効果と関連性を観察すると，男性では，60歳
代に次いで2029歳の運動習慣者の割合が高く，30

39歳は最も低い35,36)。高齢者では基礎代謝や活動量

が低下するため，エネルギー消費量は少ないことを

考慮すると，年齢階級別の運動習慣者の割合と肥満

者割合の年齢効果はほぼ相反する形状を示し，運動

習慣者の割合と肥満者割合の関連性が窺える。女性

では，運動習慣者の割合は年齢とともに増加してい

るにもかかわらず35,36)，肥満者割合の年齢効果も年

齢とともに増加しているため，肥満者割合の年次推

移には，運動習慣者の割合以外の要因，たとえば，

女性特有の閉経による女性ホルモンの減少41)などが

影響しているものと考えられる。

一方，脂肪エネルギー比率の年次推移に対する年

齢効果は，男女ともに一貫して低減トレンドを示し

た。このトレンドは，炭水化物エネルギー比率に対

する年齢効果と相反する形状であり，エネルギーの

摂取源は年齢階級の上昇に伴って脂質から炭水化物

に移行することが示された。このことは，加齢に伴

い肉類の摂取が減少することや42)，若年層はファス

トフードを好み，高齢層では和食を好む傾向にある

こととも一致する43)。肥満者割合の年齢効果は，脂

肪エネルギー比率の年齢効果と異なるトレンドを示

し，肥満者割合の年齢の変化には脂肪エネルギー比

率の年齢の影響が観察されなかった。

肥満者割合の年次推移に対する時代効果では，男

性では，一貫した増大トレンドを示した。一方，女

性では一貫した横ばいトレンドを示し，年次推移に

よる変動は観察されなかった。肥満に対する時代の

影響は男女間で大きく異なり，本研究の対象期間内

において，女性は時代の影響をほとんど受けないこ

とが示唆された。

脂肪エネルギー比率の年次推移に対する時代効果

は，男女ともに肥満者割合の年次推移に対する時代

効果とは異なるトレンドを示していたことから，肥

満との直接的な関連は示唆されなかった。また，炭

水化物エネルギー比率の時代効果が相反するトレン

ドを示したことから，この時代には，幅広い年齢層

にわたって，エネルギー摂取源が炭水化物から脂肪

にシフトしたと考えられる。同時期の食料消費動向

に対する APC 分析の結果からも，牛肉の消費に対

する時代効果の2001年の急減，およびそれ以降の横

ばいトレンドが観察されており44)，2001年の BSE
問題に端を発した，牛肉消費量の低下の影響を受け

ている可能性が示唆される45～47)。また，たんぱく

質エネルギー比率の時代効果は，脂肪エネルギー比

率の時代効果と同様のトレンドが認められているこ

と，さらに，動物性脂肪エネルギー比率や動物性た

んぱく質エネルギー比率の時代効果とも相似してい

ることから，この時代の脂肪エネルギー比率の変化

には，牛肉をはじめとした動物性食品の占める割合

の変化が大きく影響していると推察される。一方，

2001年は国民健康・栄養調査が四訂成分表から五訂

成分表を使用した評価に切り替えられた年であり，

栄養素の摂取量もこの影響を受けていることから，

この年に観察された脂肪エネルギー比率の急減に

は，牛肉摂取量の低下以外にこの調査手法の変更に

伴う影響も潜在している可能性は否定できない。

肥満者割合の年次推移に対するコホート効果は，

男女で相反するトレンドが観察された。男性では，

19621971年生まれ（図中コホート番号37）以降の

低減トレンドが示され，時代推移では一貫した増大

を示しているものの，若年世代においては低減傾向

にあることが示唆された。一方で女性の19651974
年生まれ（図中コホート番号40）以降のコホートは

増大トレンドを示し，若年世代の肥満リスクの増加

が観察された。1956年から2005年の肥満者の推移に

ついて，2 要因モデルを用いて出生コホート別に検

討した報告では，近年の若年女性の肥満者の減少が

示されており22)，本研究とは異なる結果であった。

本研究では 3 要因モデルを使用していること，およ

び対象期間が異なることから同様の比較はできない

が，本研究の結果は，より最近のコホート効果固有

の影響を捉えていると考えられる。一方で，男性と

女性で異なる変化を示すことは共通していた。女性

は男性と異なり，運動習慣者割合との単純な関連は

みられないため，この背景には運動以外の生活活動

の影響48)や中高齢層のボディイメージや高い保健行

動49)などが複雑に影響しているのかもしれない。

一方で，脂肪エネルギー比率の年次推移に対する

コホート効果は，肥満者割合の年次推移に対するコ

ホート効果と異なり，男性では，後年生まれのコ

ホートまで，女性では，19761985年生まれまで一

貫して増大トレンドであることが明らかになった。
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こうした世代間での脂肪エネルギー比率の増加は，

食品成分としての脂肪への依存度拡大を示してお

り，これまで多くの研究が報告しているように，米

離れの拡大と高度経済成長に伴う食生活の贅沢化，

昭和40年代後半以降の食生活の欧米化により，肉類

や乳製品等の消費拡大が進み，脂肪摂取量が増大し

たことがあげられる9,50)。本研究より脂肪エネル

ギー比率と動物性脂肪エネルギー比率の年次推移に

対するコホート効果は類似したトレンドを示し，同

様にたんぱく質エネルギー比率と動物性たんぱく質

エネルギー比率の年次推移に対するコホート効果も

類似したトレンドを示したことから，とくに動物性

食品の摂取の増加による影響が大きいことが示唆さ

れた。一方で，女性では19761985年生まれ以降で

低減トレンドに転じていた。体型を気にする女性は

高カロリーである脂肪摂取を避ける傾向にあるた

め51)，近年の若年女性のやせ願望の増加が影響して

いるのかもしれない。

以上，本研究の APC 分析の結果，エネルギーの

脂質依存は年齢階級の若年層で高くなる傾向が示さ

れた。その背景として，若年層における動物性食品

の摂取の増加が強く影響していることが示唆され

た。また，肥満者割合の変化は年齢の影響を強く受

け，3039歳で著しく増加することが明らかにされ

た。脂肪エネルギー比率と肥満者割合の年次推移に

対する APC 分析の比較では，年齢効果，時代効果

およびコホート効果ともに一致したトレンドや変曲

点が観察されず，本研究においては，脂肪エネル

ギー比率と肥満との関連を示唆することはできなか

った。

しかしながら，本研究には結果を解釈する上で注

意すべきいくつかの限界がある。まず，本研究で使

用した脂肪エネルギー比率のデータは，増加が鈍化

した1995年～2011年のデータであり，日本人の食

事・栄養状況が著しく変化した1960年代の動向を踏

まえた検討ができていない。高度経済成長期以降の

栄養素摂取量は，脂質，たんぱく質ともに横ばいで

あることが示されており52)，脂肪摂取量の増加の影

響を十分に評価できていない可能性が考えられる。

しかしながら，1960年代の性・年齢階級別の脂肪エ

ネルギー比率のデータは公表されておらず，本研究

の手法を用いてその時代の検討を行うことはできな

い。一方で，総エネルギー摂取量は高度経済成長期

以降も減少を続けているものの9)，男性の肥満者は

増加傾向にある事実を考えると，近年の脂肪エネル

ギー比率と肥満との関連性について，年齢，時代，

世代の効果を分離した評価を行うことは意義あるも

のと考えられる。

また，肥満の主要原因の一つである消費エネル

ギーの減少の影響を十分に検討できていないことも

限界の 1 つである。しかし，消費エネルギーのデー

タについても，これまでに日本人を代表する性・年

齢階級別のデータが存在しないため，消費エネル

ギーの影響を考慮した上で，本研究の手法を用いて

肥満者割合と脂肪エネルギー比率の関連を検討する

ことは不可能である。さらに，前述の通り，本研究

で使用した国民健康・栄養調査のデータは，2001年
に四訂成分表から五訂成分表を使用した調査方法に

変更されており，すべてを同列のデータとして扱う

ことはできない。しかしながら，四訂成分表と五訂

成分表による摂取量の差異は±2以内であり，か

つ本研究では五訂成分表に基づく評価値に補正した

データを使用しているため，調査手法の変更による

影響は小さいと考えられる。最後に，肥満者割合や

脂肪エネルギー比率の変化の原因として論じた考察

は傍証の域を出ず，その関連を明確に示唆すること

はできない。今後は，肥満との関連が指摘されてい

るエネルギー摂取量等，日本人を代表する性・年齢

階級別の生活環境要因，生活習慣要因のデータを蓄

積し，それらの時代推移についても同様の手法によ

り年齢，時代，コホート効果を分離した検討を行

い，日本人の肥満者割合の変化と脂肪エネルギー比

率との関連について，より根拠のある考察を行う必

要がある。

 結 語

本研究の APC 分析の結果，日本人成人の肥満者

割合および脂肪エネルギー比率の年次推移は，年齢

や時代の影響だけではなく，コホートの影響を受け

て推移してきたことが明らかとなった。また，日本

人成人の肥満者割合と脂肪エネルギー比率の 3 効果

は一致したトレンドや変曲点が観察されなかったた

め，肥満者割合の変化にはエネルギー消費量等，他

の要因が寄与している可能性が示唆された。しかし

ながら，肥満リスクは3039歳で著増するととも

に，脂肪エネルギー比率は2029歳で最大，かつ近

年の若年層で増大していることから，若年期からの

栄養，食生活指導，特に動物性食品の適切な摂取に

対する指導が必要である可能性が示唆された。

本研究は，平成23年度笹川科学研究助成（課題番号

23611）による助成を受けて実施した。また本研究の一

部は，第70回日本公衆衛生学会総会（2011年，秋田）に

おいて発表した。

(
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EŠects of age, period, and cohort on the trends in obesity rate
and energy intake ratio from fat in Japanese adults

Mitsuya YAMAKITA, Hiroyuki UCHIDA2, Ken KAWAMURA3,
Takayuki HOMMA4and Youichi ODAGIRI5

Key wordsObesity, Energy intake ratio from fat, Bayesian age-period-cohort analysis, National Health
and Nutrition Survey

Objectives In the present study, we aimed to clarify the speciˆc eŠects of age, period, and cohort on trends
in obesity rate and energy intake ratio from fat in Japanese adults using a Bayesian age-period-co-
hort (APC) analysis and to evaluate the relationship between changes in obesity rate and energy in-
take ratio from fat.

Methods We obtained data regarding obesity rate and calorie intake of fat, animal fat, carbohydrate, pro-
tein, animal protein, and total energy intake of Japanese adults from the National Nutrition Survey.
The data were tabulated for ˆve 10-year age groups (from 2029 years to 6069 years) and 17 an-
nual demographic proˆles (from 1995 to 2011), with regard to the energy intake ratio. These stan-
dard cohort tables were analyzed using a Bayesian APC model.

Results With regard to obesity rate, the eŠect of age was the greatest and increased rapidly in the age
group of 3039 years for both genders. Moreover, the period eŠect consistently increased in men,
but had very little variation in women. The cohort eŠect indicated a reverse of the decreasing trend
in the cohorts born after 19621971 in men and indicated a reverse of the increasing trend in the co-
horts born after 19651974 in women.

With regard to the energy intake ratio from fat, the trends for the three eŠects diŠered from those
for obesity rate for both genders. The age eŠect generally decreased with increasing age. Further-
more, for both genders, the period eŠect gradually decreased after 1998 and markedly decreased in
2001, remained constant or slightly increased until 2008, and increased thereafter. However, the
cohort eŠect was the greatest among the three, and although a decreasing trend was observed in the
cohorts born after 19761985 in women, the energy intake from fat increased in the younger cohorts
in both genders. The overall eŠect on energy intake ratio from animal fat had a slope similar to that
of the energy intake ratio from fat.

Conclusion Each eŠect aŠected obesity and energy intake ratio from fat in a diŠerent manner, suggesting
that factors other than energy intake ratio from fat, such as energy expenditure, contributed to the
changes in obesity rate. However, obesity risk markedly increased in the age group of 3039 years,
and younger generations had a higher energy intake ratio from fat. These results suggest that dietary
guidelines, particularly the optimal intake of animal products, is needed for younger generations to
prevent the development of obesity in adulthood.
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